












































































































適用範囲 最低敷地規模 (n1)(一種住専) 改正年月日(最終)開発面積(rTf) 戸政
堺市 500 10戸以上 110 Hll.7.1
岸和田市 - 3戸以上 150 H14.4.1
豊中市 要綱なし (個別に対応) - -
池田市 1000 - 120 H14_4.1
吹田市 500 - 150 H14.12.1
泉大津市 300 5戸以上 120 Hll.4.1
高槻市 500 - 100 H15,4.1
貝塚市 300 - (100) H7.4.I
守口市 - 2戸以上 国の居住水準 H13.4.1
枚方市 開発行為 150 H8.I.31
茨木市 500 - 150 H14.9.1
八尾市 300 2戸以上 150 H13.4.1
泉佐野市 300 - 180 H15.4.1
富田林市 300 2戸以上 記載なし H14.4_1
株屋川市 300 - 100 Hll.6.1
河内長野市 全ての開発事業 150 H14.4.1
松原市 500 2戸以上 150 H14.4.1
大東市 - 3戸以上 100 H7.4.1
和泉市 自身居住以外の住宅建築 .宅地分譲 150 H9.4.1
箕面市 500 150 H13.4.1
柏原市 500 2戸以上 100 H15.4.1
羽曳野市 300 - 120 H8.1.31
門真市 300 - (65) H12.4.1
撲津市 300 - 150 H15.7.1
高石市 300 - 140 H14.4.1
藤井寺市 300 3戸以上 100 H5.6.1
東大阪市 500 5戸以上 70 H15.4.1
泉南市 300 - 7ー0 H15.4.1
四条畷市 500 - 一oo H7.12.1
交野市 全ての開発事業 150 H15.1.1
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20km帯に多数存在する｡ ②一戸建住宅地町丁目の住環境の密度 (建蔽率 ･容積率を指標とした)は開発時期が初期
であるほど,都心に近くなるほど高くなる傾向がある｡ ③開発が初期の戸建住宅地町丁目では近年開発されたもの
よりも高齢化が進んでいる｡等のことがわかった｡
開発時期や立地条件によって異なる住環境や高齢化の実情を明らかにしたことは,戸建住宅地に関する問題解決
のための,重要な手がかりの一つとなると考えている｡
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